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ドル/円、前週末値比の週間値幅はドル高優位 

1 月以来の「ドル上昇幅＞ドル下落幅」基調、ドルの強まり示唆 

 
為替相場の週間ドル/円は前週末値比での週間ド

ル高値と週間ドル安値の値幅比較で、ドル上昇幅の

優位基調に移行してきた。6 週、9 週、13 週の移動

平均では 1 月以来の基調転換となり、過去にはドル

の強まりを示唆する形で最低でも 2－3 カ月はドル

高トレンドが形成されている。足元では米国株が過

去最高値を更新するなか、ドルベースでの米日株比

較は米株優位が再開となっているほか、米日金利差

では米国の下振れ一服、貿易収支では米国の悪化一

服と日本の再悪化といったドル高・円安につながる

材料が見られている。 

 

前週末比の週間ドル高値とドル安値、上昇幅優位 
 

 ドル/円の週間変化幅では、7 月 10 日時点で前週

末値からの週間ドル高値のドル上昇幅が＋2.68 円、

週間ドル安値のドル下落幅が－0.27 円となってい

る（オセアニア市場から米 NY 市場までのワールド・

レート）。前週末値と比べたドル上昇幅とドル下落幅

の値幅格差は、＋2.41 円のドル上昇幅優位となって

きた。 

 この値幅格差のトレンドとしては、10 日時点で直

近6週の移動平均が＋0.11円、9週移動平均が＋0.32

円、13 週移動平均が＋0.01 円という、いずれもドル

上昇幅優位のプラス基調に転換となっている。2 月

以降はドル安・円高が優勢となるなか、ドル下落幅

優位のマイナス傾向が続いてきた。例えばドル安が

激化した 4月 4 日週にはドル上昇幅が＋0.51 円、ド

ル下落幅が－5.42 円となり、値幅格差は－4.91 円と

いうドル下落幅優位の大幅マイナスとなっている。 

 そこから足元はプラス転換となっており、このま

ま各移動平均でプラス基調が定着できると、今年 1

月以来の現象となる。過去にはドルの強まりを示唆

する形で、最低でも 2－3 カ月はドル高トレンドが形

成されてきた。現在は米関税等の不透明要因が覆っ

ているが、目先は上下動を経ながらもドル底固めや

ドル下限切り上がりの基調が支援されやすい。 

最近では昨年 11 月上旬から観測され、同時期の

151－153円から10週後となる今年1月上旬には158

円台後半までドル高が進展となっていた。その前で

は昨年 3 月後半からの実績があり、同時期の 151 円

台から 14 週後となる 7月上旬にかけて、161 円台後

半までドル高が持続となっている。 

ちなみに現在の場合、短期トレーディングや週間

ベースでのドルの上値メドで参考になる「前週末値

を基準とした翌週の週間ドル高値のドル上昇幅」は、

7 月 10 日時点で直近 6 週の平均が＋1.51 円、9週平

均で＋1.74円、13週平均で＋1.66円となっている。 

あくまで最近のトレンドからすると、例えば週末

の NY 終値が 146 円となった場合、翌週の週間ドル高

値は「＋1.5 円から＋1.7 円」として、147.50 円か

ら 147.70 円方向が平時の場合の参考メドとして意

識される。 

反対に週間ベースでのドルの下値メドで参考にな

る「前週末値を基準とした翌週の週間ドル安値のド

ル下落幅」は、7 月 10 日時点で 6 週平均が－1.40

円、9週平均で－1.42 円、13 週平均で－1.65 円とな

っている。やはり最近のトレンドからすると、例え

ば週末の NY 終値が 146 円となった場合、翌週の週間

ドル安値は「－1.4 円から－1.6 円」として、144.30

円から 144.60 円方向が一つの参考メドとして注視

される。 

 
米日株は米優位再開、米日金利差も米下振れ一服 

 
現状のドル高・円安支援材料としては、改めて過

去最高値を更新してきた米国株の堅調さ、ドル資産

の復調がある。米株は FRB 利下げ期待の残存や減税

進展、規制緩和、関税影響の現状抑制、ハイテク成

長神話の残存などが支援材料になっている。 

米日株を同じドルベースで比較できる MSCI 先進

国株指数では、「米国株指数÷日本株指数」の相対倍

率が 7月 10 日時点で 1.43 となっている。週末値比

較では前週の 1.40 から米株優位の方向に切り上が

り、最近では 4 月 18 日週の 1.28 を直近最低として

米株優位が再開となっている。2月末の 1.44 以来の

米株優位方向で、底流部分でドル/円でのドルの底上

げに寄与している。 

ドルベースの日本株指数については 4 月以降、ド

ル安・円高によるドル換算でのカサ上げ効果もあり、

上昇基調が目立ってきた。しかし、6月 30 日を高値

に頭打ちへと移行。ドル安・円高の一服のほか、日

米関税交渉の難航と日本の打撃懸念や、7月 23 日の

参院選に向けた日本の政治不安などが重石になって

いる。 

米国－日本の金利差も、1 月以降の米国下振れが

一服となってきた。2 年債の金利差は 7月 10 日時点

で＋3.11％の米国優位となり、週末値比較では 6 月

27 日の＋3.00％を直近最低に下げ渋りとなってい

る。昨年 12 月末の＋3.73％を米国優位のピークとし

た米国の下振れと金利差縮小が、足元で鈍化となっ

ている。これまたドル/円でのドル安一服とドルの底

上げに作用している。 

10 年債の米日金利差も、1 月以降の米国下振れか

ら足元では底這い化となってきた。こうした米日金

利差の縮小一服は、日本での関税懸念等による日銀
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利上げの遅延や合計利上げ幅の縮小観測、反対に米

国での関税インフレ不透明感による利下げ遅延のほ

か、今後の利下げ余地の狭まりなどが影響している。 

米国の関税影響はドル/円の需給に影響を及ぼす

米日の貿易収支に関して、米国は悪化歯止めの方向、

日本は再悪化の方向が意識されつつある。これまた

ドルは下落抑制やドル高、円は上昇抑制や円安の要

因となるものだ。 

米国は関税前の駆け込みによる輸入急増一服して

きたほか、先行き関税影響による他国からの輸入減、

関税交渉を受けた他国の米国製品輸入増などが、米

国の貿易赤字を減少させていく。反対に日本は米国

の関税引き上げによる輸出打撃や、米トランプ政権

に配慮した日本企業の輸出自制と米国現地生産の重

視などにより、輸出減少と貿易収支の悪化方向が意

識されやすい。 
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値幅格差の６週、９週、１３週移動平均、週間ドル安値

値幅格差の６週平均（左軸） 値幅格差の９週平均（左軸）

値幅格差の１３週平均（左軸） 週間ドル安値（右軸）

※ドル上昇幅が優位に
ドルの強まり示唆

↑ドル上昇幅が優位↑
↑ドル高基調↑

※↑

↓ドル下落幅が優位↓
↑ドル安基調↓

前週末値比

↑ドル上昇幅＞ドル下落幅 ↑
↓ドル上昇幅＜ドル下落幅 ↓
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↑

ドル底堅さ
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※ドル上昇幅が
優位に

※↑
↑ドル上昇幅優位･ドル高基調 ↑
↓ドル下落幅優位･ドル安基調 ↓

※ドル高
基調支援

※↑

↑ドル上昇幅＞ドル下落幅＝ドル強さ ↑
↓ドル上昇幅＜ドル下落幅＝ドル弱さ ↓
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※株価は米国再優位
※金利差は

米国の下振れ一服
※ドル下支え

※ドル↑

株価と金利差
↑米国優位↑
↓米国劣勢↓

↑
※

※金利差↑

↑ドル高・円安↑
↓ドル安・円高↓
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ドル／円の週末値、週足の２６週移動平均線

２０週と４０週移動平均線を中央値のボリンジャーバンド（最近の上下の抵抗線）

ドル／円の週間値 ２０週平均のバンド上限＝１５０．３４

２０週平均のバンド下限＝１４１．１９ ２６週平均＝１４７．５１

４０週平均＝１４９．５６ ４０週平均のバンド下限＝１４０．３７

※各ライン方向への
変動余地焦点

※
↑

↓

※各ラインの数値は７月１０日時点
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